
南アジア研究第22号（2010年）

360360

村民にとっての機会の変化と
「農村」の変容 1

柳澤 悠

１　インド経済の成長と農業・農村

１‒１　1980年代からの持続的な成長─インド経済の離陸─
インドの経済は、年平均６パーセント以上を超える成長率を長期にわ
たって維持している。1947年の独立以来長く低迷を続けていたインド経
済が、やっと離陸の時期を迎えた。

1980年代からのインドは、経済政策の上でも大きな転換点を迎えた。
1991年を画期とする経済自由化政策への転換である。1991年以降の経
済自由化政策によって外資を含めた民間投資の活発化により経済が活
性化し、特にＩＴ産業に見られるような新たな主導的産業の急成長によ
り中間層が成長し、中間層の消費需要に牽引される形で現在の高度成長
がもたらされているという理解は、主流的な見解といっていいだろう。

１‒２　経済自由化政策起因説への疑問
しかし、経済成長の原動力を親市場主義的な経済政策の採用に求め
る見解は、近年強い批判にさらされている。まず、インドの経済成長が、
1991年の自由化よりも10年も早く開始していることなどである［Kolhi 
2006］。さらに、Balakrishnan et al.［2007］は、1950年以降のＧＤＰの
成長率の転換点をもとめれば1978-79年に１回だけであり、それ以前に
農業が1964-65年を転機に成長率が加速していると述べて農業の成長
とＧＤＰ成長の連関を示唆する一方で、工業成長率の転換点は、ＧＤＰ
成長率転換のむしろ後の時期である、という2。「経済自由化が投資を促
進した結果工業が成長した」というような関連は実証できないこと、工
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業ブームは投資主導ではなく消費主導で生じたことなどを指摘してき
たChandrasekhar［1996］の説を支持するものといってよい。

１‒３　農業・農村の重要性 
こうした研究状況の中で注目されているのは、1980年代からの高度成
長における農業生産や農村地域の変容が経済全体に及ぼす影響である。
すでに藤田幸一氏が農業部門や農村市場の重要性を指摘している。イン
ドの中では、Kumar［1992］は、インドのＧＤＰの転換点は1981-82年
にあり、それは第一次産業の成長率のブレイクによって誘発されたこと
を指摘し、Sastry et al.［2003］は、さらに回帰分析の結果を加えて、農
業・工業・サービスの３セクター間のリンケージは強く、農業生産の上
昇は工業製品への消費的および投資的な需要を増大させること、こうし
て引起こされる工業の拡大がサービスへの需要を増大させること、1990
年代においても農業部門の成長がＧＤＰや他部門成長に及ぼす波及効
果は、他の部門以上に大きいことを示した。つまり、1980年代を通じて、
農業部門がその工業製品への需要の増大を通じて工業部門の成長を促
すという農業＝工業のリンケージが形成され、この関連は90年代も維持
されたとみることができよう。

１‒４　農村の消費需要─国立応用経済学研究所の調査から─
この需要を媒介とする農工リンケージの具体的な内容は、何であろう
か。1980年代半ばから開始された国立応用経済学研究協会による調査
（1985年と1989年）によれば、耐久消費財の市場として最も顕著に拡大
したのは、都市ではなく農村市場であった。農村で耐久消費財を需要し
た階層は高度の教育を受けた層でなく、需要された耐久消費財も、腕時
計、自転車、ラジオが中心である［Rao 1993］。その後の調査でも、農
村世帯（世帯総数の71.7パーセント）が耐久消費財の52.2パーセントを
所有しており、耐久消費財の農村市場のシェアは都市より大きいし、農
村市場は都市よりも速く成長した［Natarajan 1998: 2］。

１‒５　「緑の革命」と農業外雇用の増大、農業労働者賃金の上昇
このように、1980年代以降のインドのＧＤＰの高成長は、農村地域に
おける工業製品需要の増大を重要な推進力として開始されたが、それは
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農村地域におけるいかなる変化によって可能になったであろうか。
第１に、1970年代から80年代にかけて、インド農業における「緑の
革命」によって農業生産の顕著な増大が見られた。農業生産の増大が、
農村内の諸階層に所得の増大をもたらした重要な要因であることは間
違いない。
第２に、農村地域における非農業部門の雇用や事業が顕著に増大し

た。1970年代の末から80年代の末の10年間に、伝統的な農村工業は停
滞したが、ビーディー（安価なタバコ）製造、食品工業、繊維製品、陶
器以外の非金属鉱物生産が顕著に増大した［Vaidyanathan 1994］。農
村地域に居住しながらも、非農業分野の諸職業に従事する人々の比率が
増大した［Unni 1998, Lanjouw 2004］。
第３に、こうした非農業部門の雇用の拡大によって農村労働市場がタ

イト化し、農業労働者の実質賃金が上昇し始めた。非農業雇用の増大は、
農業賃労働者を農業から吸収して、農業労働賃金の上昇を引き起こして
いる。また研究は、農業労働賃金の上昇が農業における労働生産性の上
昇とも相関していることを示している［Unni 1998, Lanjouw 2004, 
Hansda 2006］。

２　村落の社会経済関係の長期変容
─南インド・ティルチラーパッリ県の水田村落の例─

２‒１　村の概況
農村市場がインドの工業の重要な市場となる過程と、村落社会の社会

的経済的関係が変容する過程とは密接に関連していたのでないか。筆者
は、19世紀以降の南インドのタミル地域の農村社会の長期変動を考察し
てきたが、その一環として、1979-81年にティルチラーパッリ県の一水
田村落A村の調査を行なった。同村については、現在（2008年）再調査
を行なっており、以下は再調査途上の中間報告である。
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表　 1980年時点での村落の住民の
コミュニティ構成

世帯数
ピッライ 32
チェティアール 26
ムトラージャ 199
ナーダル 19
アーサーリ 13
指定カースト 111
ムスリム 35
その他 35
　　　計 470

村落人口の約半分を占めて一番大きなグループをなしているのは、ム
トラージャというタイトルを持つコミュニティである。このコミュニティ
は、行政上「その他の後進階級ＯＢＣ」と区分される。次に大きなグ
ループは、「指定カースト」（被差別カースト）で、この村ではPallarと 
Pariarの二つのグループから成っている。世帯数は多くはないが、「ピッ
ライ・チェティアール」は村民の中では有力なコミュニティとみられて
おり、行政的には「先進階級」として扱われている。この表には記載さ
れていないが、南インドで有名なティルワーナイコーヴィル寺院の周囲
に居住している約40のバラモン世帯は、この村の土地の半分近くを所有
する、最大の土地所有者グループをなしていた［柳澤 1991］。

２‒２　 農外の様々な仕事とのリンクの拡大
バラモン─農村・農業から離脱して、ホワイトカラー職へ─
耕地の約半分を所有するバラモンは、一方で寺院の僧侶であるととも

に、所有地の一部は村内の隷属的な被差別カーストの雇用労働者を使役
して農業経営を行い、一部はムトラージャなどの小作人に耕作を行なわ
せていたと思われる。
タミル地域のバラモンは19世紀末以降、公務員などホワイトカラー職
に就くためや子弟の教育のために、農村地域から都市に次第に移住し始
めるとともに、農業経営から離脱して土地を小作に出すようになり、さ
らには所有する農地を減らし始めた。Ａ村でも、バラモンは1925年以降、
所有農地を減らしている。それでも、1980年時点ではかなりの土地をＡ
村内に所有していたが、所有するバラモンの大半は、子弟に大学教育を
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与え、ティルチラーパッリ市内外のホワイトカラー職やエンジニア職へ
の従事が主たる就職先となっていた。彼らの所有地は1980年以降も減
少を続けており、バラモン世帯の農村・農業からの離脱と都市雇用者化
の傾向は、一層進展していると思われる。
ピッライ、チェティアール
─大規模工場熟練工・小規模営業との兼業農家化─

ピッライ・チェティアールのタイトルをもつ世帯は、村民の１割強を
占めるにすぎないが、ほとんどの世帯はかつては小規模とはいえ農地を
所有し自営する小規模農業経営者で、村落居住民の中では有力村民と
見られていた。「先進階級」として扱われている。これらコミュニティの
世帯は、すでに1980年には二つの方向で農業外の職業とのリンクを作り
つつあった。第１に、子弟を町の私立の学校に通わせ、よい成績で中等
学校修了の資格を取得させて、熟練工養成学校や監督職養成学校など
を修了して大規模工場の熟練工や監督職に就職させるルートである。第
２は、村落やその近辺で精米所、商店など農業外の小規模営業を行なう
ことである。この村が都市近郊にあることが一因であろうが、多くは農
業経営を継続しながら非農業的勤務や営業を続けるという兼業農家の
方向をとっていた。1980年以降は非農業就業の重要性は一層増大し、７
割の世帯は農業に一切従事しなくなっている。ただ、彼らの一部は、都
市への通勤をしながら農地を新たに購入して農業経営をも拡大してい
ることは興味深い。
ムトラージャ─小作人から農業経営者へ、さらに非農業雇用へ─
ムトラージャのタイトルを持つ世帯は、村民の半分近くを占めるから、
その動向は村民の基本的な動向といってよいだろう。かつてこのコミュ
ニティの多くは、バラモンなどの所有地の小作人であった。バラモンが
土地所有を減らしつつ農業から離脱してゆくとき、それらの農地を購入
し進取的な農業経営者として経営を拡大していったのは、ムトラージャ
世帯であった。もちろん、逆に小作人の地位を失って農業労働者化して
いったムトラージャ世帯も少なくないが、そうした世帯を含めて、1980
年におけるこのコミュニティの特徴はその農業指向にあったといってよ
いだろう。1980年には、農業を主とする世帯が72パーセントを占めてい
た。大規模な農業経営を行っていたムトラージャ世帯の場合は、中等学
校修了資格を取得しても、他のコミュニティのように大企業や公務員職
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を目指すことなく、農業経営に専念してゆく場合も少なくなかった。
1980年以降の変動は、顕著である。2007年には農業を主とする世帯

は半減以上の減少率で、２～３割の世帯のみが農業経営や農業日雇い労
働を主たる職業としている。世帯の半数以上では、建築業、レンガ製造、
ミルク生産・販売、運転手、機械工、配管工、大規模国営工場の監督職、
看護婦、教師、軍人、電気工、商店、喫茶店など、非農業の諸職業が
主な収入源となっている。
指定カースト

19世紀のタミル地域では、被差別カースト（指定カースト）の成員は、
土地所有者によって雇用される農業労働者であり、特に債務関係によっ
ても束縛された長期雇用の隷属的労働者の比率は低くなかった。この村
の指定カースト成員も、多くはかつて農業労働者であり、隷属的な長期
雇用労働者も少なくなかった。南インドでは、こうした農業労働者層は、
海外出稼ぎなどを契機にして次第に土地所有者層などから自立する動
向を示し、20世紀前半には反カースト運動と結びつきつつ自立の運動を
形成しつつあった。この村の指定カースト層も、1950年代に反カースト・
反バラモン運動の一環として農業労働組合を結成してストライキを決
行し、バラモン土地所有者層から全体で50エーカー程度の土地を小作
する権利を組合が獲得した。組合は、指定カースト世帯に約0.5エーカー
ずつの小作権を配分した。こうして、かつては土地の所有権も小作権も
なく全くの農業労働者であった指定カースト成員は、この運動を通して
わずかにせよ小作権を獲得し、小作経営を行ないつつ農業賃労働に従事
するという形態になった。さらに、他のタミル地域と同様に、自立性を
強め小作地を獲得した指定カースト成員からは、零細農地の所有権を獲
得するものも現れた。
この村落でも、1970年代から新たな農業技術の導入が顕著であった。
サトウキビやバナナの栽培が拡大するなど旧来の農閑期の農業労働需
要も増大し、農閑期に他の村落における農業労働に従事する農業出稼ぎ
も増大した。さらに、村内で余った稲藁を近隣都市の乳牛飼育世帯の飼
料として販売する事業に従事する指定カースト成員も増大した。農村の
労働市場はタイト化していった。こうして、指定カースト世帯は、零細
とはいえ小作地経営を行いつつ、一年中ある農業労働需要、非農業の営
業など、多様な就業チャンスを活用し、さらに、大規模工場の熟練工を
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含めて都市雇用に従事する者も着実に増大していった。
かつてのように長期雇用の農業労働者になることを希望する指定

カースト成員はほとんどいなくなり、労働者達は労働条件をめぐって
様々な要求を行なうなど自立的な傾向を強めている。農業労働者は、支
配的な土地所有階層からの社会経済的な自立性を獲得する歴史的過程
をへて、農業生産の変動や非農業就業のチャンスの増大を通して、農業
労働賃金をはじめとする労働条件の改善を勝ち取っていった。1980年代
の農業労働賃金の上昇は、このように長期の歴史的社会的な村落社会の
変容を前提としているといえよう。

２‒３　移動─住宅地化する都市近郊農村─
本調査村落のような都市近郊農村の場合、都市への通勤者用の住居

地の拡大がみられる。1980年にはそうした例は皆無であったが、その後、
村の道路沿いの集落に、主として農業以外の諸職業に従事する村外の
人々が、都市への通勤の便利さのゆえに住宅を建てるケースが、激増し
た。特に特定のコミュニティに偏るような状況はみられない。都市から
遠隔地にある村落から、都市に近いこの村落に移動してきた者が多い。
他方、この村落から、遠隔地域への移動は少ない。マレーシア、ドバ

イなどへ行くケースが数件ある。村民の多くを占めるムトラージャ世帯
からも、そうしたケースは出ている。

２‒４　上昇の重要なチャネルとしての教育─階層と教育との関係の流動化─
村内の学校の数も増大した。1980年には学校は２校のみであったが、

2007年には４校に増えた。さらに、村内からティルチラーパッリ市やラー
ルグディ町の小学校や中学校にバスなどを使って通学する生徒・学生が
顕著に増えている。特に注目されることは、1980年には子弟に教育をつ
けることや非農業的雇用に就けることに余り熱意を示さなかったムト
ラージャ世帯や、指定カースト世帯からも、男子のみならず女子につい
ても遠隔地の公私の学校に通わせているケースが増えていることであ
る。1980年には大学教育を受ける者はこの村ではほとんどバラモンに限
定されていたが、2007年にはムトラージャや指定カースト成員を含めて
広い層に、大学教育が広がっている。
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２‒５　生活と消費の変化─様々な商品やサービスへの需要へ─
1980年以降の生活や消費の変動は、非常に顕著である。
Ａ　特に大きな変化は、家屋の新築である。1980年には指定カースト
世帯が居住する家屋のほとんどはバナナの葉で葺いた屋根で、瓦屋根や
コンクリート屋根の家屋は２-３軒に過ぎなかった。政府の補助政策も
あって、2007年には指定カースト世帯の６割以上の住居は、レンガ壁の
瓦・コンクリート葺きになっている。1980年代以降の農村地域の非農業
雇用の中でレンガ製造や建築業は極めて重要でこの村でもこれらの職
業に従事する人は多い。こうした村落内の家屋改築の急増は、大都市近
郊の小さな町における住宅建築ブームとともに、これらの職の増大の重
要な基盤となっていると推定される。
Ｂ　村落の設置する上水道がほぼ全戸に配管されるようになったこ
とも、1980年以降の重要な変化である。村民には配管工がいるが、そう
した職業の成立も村落水道の設置と関連があろう。また、家庭用の電気
も大半の世帯に配線が行なわれており、後にみるテレビなどの電気製品
の普及を支えている。また、家庭燃料は、かつては主として薪・炭と牛
糞であったが、急速にプロパン化が進んでいる。
Ｃ　村内の主要道路が舗装されたことも、重要な変化である。かつて
道路が未舗装の時期には雨季にはバイクや自動車の往来が困難であっ
たが、舗装によって村内へのバイク・自動車の移動が極めて容易となり、
次に述べるバイク数などの増大を可能にしている。
Ｄ　1980年には、少数の富裕層のみが自転車を所有していた。いまや
ほとんどの世帯が自転車を所有しており、ステイタス・シンボルは自転
車からバイクに替った。村内の２割以上の世帯がバイクを所有してい
る。それ以外に、村民が所有する乗用車が４台あり、そのほかに１台の
トラック所有者がいる。
Ｅ　耐久消費財の普及
前述の国立応用経済学研究協会の調査からも推定されるように、村民

の耐久消費財の所持率は、かなり高い。ムトラージャの多い街区の所持
世帯の比率は、次のとおりである。自転車 61%、ラジオ 50%、テレビ 
64%、天井扇風機 106%、携帯電話59%、固定電話９%、モーターバイク 
24%、瓦葺の家屋 84%である。つまり、天井扇風機、瓦葺の家屋は大半
の世帯に普及し、テレビ、自転車、携帯電話、ラジオは半数以上の世帯
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に普及し、バイクは４分の１の普及率である。
指定カースト世帯への耐久消費財の普及率は、それより低い。天井扇
風機78%、テレビ54%、自転車28%、ラジオ 41%、携帯電話 43%、モー
ターバイク 15%、であるが、瓦葺き家屋は86%を超えている。しかし、
耐久消費財が２種類以下の世帯が、指定カースト世帯に37%存在するこ
とは、後に見るように重要である。
Ｆ　日常的な消費・生活スタイルの変化
インドにおける食物摂取に関しては、上層と下層との間に顕著な差異
のあった、野菜、果物、乳製品、肉消費、食用油などについて、その差
異は非常に縮小したことが明らかになっている。
また、この村の中に、結婚式場が２ヶ所開設された。そのうちの１ヶ
所は比較的廉価で、指定カースト世帯を含めてこの結婚式場を使用する
ケースが増えた。また2000年頃から、指定カースト成員の中から他のコ
ミュニティと一緒に数日間の巡礼旅行に参加する者が出てきた。

３　まとめ
以上、第１に、インド経済が経済成長を開始した重要な要因として、

農村地域が工業やサービス部門への重要な市場として拡大したことが
ある。「緑の革命」を経ての農業生産の上昇、農村地域の購買力の全体
的な上昇、農村地域の非農業の雇用・就業機会の増大、農村労働市場
のタイト化を通しての農業労働者の実質賃金水準上昇など、下層階層を
含めた村落住民の購買力の上昇が、その背景にある。
第２に、農業部門が他の部門の消費を増大させて強まった農・工・

サービスの３部門間のリンケージは、農村地域の住民が非農業的就業を
も行なうという、農村の就業構造における３部門間のリンケージの強化
によって支えられている。さらに、農村と都市との多様なリンクや移動
の拡大など、リンクの多様化と豊富化はインド経済成長を支えてきた。
第３に、村落のハイエラーキカルな構造が弱まり、かつての土地無し

階層の社会的経済的な地位の上昇により、農業生産増大の成果が村落人
口の多数を占める下層階層にある程度は均

きんてん

霑する構造が作られてきた
こと、その過程は、同時にそれぞれの階層のライフスタイルの変化、消
費パターンの変化を伴い、下層民を含んだ村落社会における日常・非日
常の生活全体を通しての生活の多様化が、農村内外の新たな工業活動
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やサービス活動を支える重要な基盤となっている。
第４に、1980年以降の農村社会の変化、例えば家屋の改築、教育の
拡大などは、工業・サービスへの新たな需要を創出したり、需要の増大
をもたらしたと推定される。
第５に、こうした過程は、農業を基礎に作られてきた社会集団間の関
係が変化し、流動化する過程でもある。教育を通ずる上昇など、選択の
機会やチャネルは多様化し増大したが、その選択や実現は個人・家族単
位になる。その中から、上昇のチャネルに乗ることのできない世帯は、社
会の底辺をなす貧困層として残るのでないだろうか。調査村落の中の指
定カースト世帯の４割弱が極少数の耐久消費財しか所有していないこ
とが示唆するように、農村地域人口の２割程度が停滞的な貧困層として
残る可能性は低くないように思われる。「２割程度の貧困の壁」がいか
に打破されうるかが、インド経済と社会の今後の長期的な動向を左右す
る重要点の１つであるように思われる。
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